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－　 －1

株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、

厚く御礼申しあげます。ここに当社第66期定時株

主総会招集ご通知をお届けするにあたり、ご挨拶申

しあげます。

　オーネックスグループは、健全な事業活動をとお

して企業として発展し、社会への還元を図ります。

　そのために、関係法令を遵守し、社会的良識を

持った良き企業市民としての責任を果たし、お客様、

株主・投資家の皆様、取引先、地域社会、従業員を

はじめとした関係者からの信頼を得て、企業価値を

高めるべく努力いたします。

　現在、当社を取り巻く事業環境は厳しいものの、

当社の伝統である“現場の強み”を更に発展させ、お

客様の様々なニーズに対応できる企業体質の向上に

取り組んでまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご

支援、ご鞭撻を賜りますよう宜しくお願い申しあげ

ます。

平成29年９月

代表取締役社長

大屋　和雄
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証券コード　5987
平成29年 ９月12日

株 主 各 位
神奈川県厚木市上依知字上ノ原3012番地３

代表取締役社長 大 　 屋 　 和 　 雄
第66期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご支援を賜り誠にありがとうございます。
　さて、当社第66期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示いただき、平成29年９月26日（火曜日）午後５時までに到着するようご返送く
ださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成29年９月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県厚木市上依知3001番地

神奈川県内陸工業団地会館　３階大ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第66期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告
の件

２．第66期（平成28年７月１日から平成29年６月30日まで）計算書類報告
の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 株式併合の件
第３号議案 取締役５名選任の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◎次の事項につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.onex.jp）に掲載しておりますので本招集ご通知の提供書面には記載しておりません。
従いまして、本定時株主総会招集ご通知添付書類は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査をし
た連結計算書類又は計算書類の一部であります。
　①　連結計算書類の連結注記表　②　計算書類の個別注記表
◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、上記の当社ウェブサイトに掲載いたしま
す。

－ 2 －

株主各位
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（提供書面）
事　 業　 報　 告
(平成28年 7 月 1 日から
平成29年 6 月30日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用所得環境の改善、設備投資や輸出の持ち直しが続く中で景

気の緩やかな回復基調が続きました。海外では米国の景気は着実な回復が続いており、ヨーロッパ経済の
緩やかな回復や中国経済にも持ち直しの動きがあります。ただし、海外経済の不確実性や、中東、北朝鮮
等の地政学的リスクにより、為替・金融資本市場の変動リスクが大きくなっており、先行き不透明感が増
加しています。

このような経済状況の下で、当社グループは、生産性の向上に取組み原価低減を図り収益性向上に努め
ました。主力取引業界である自動車部品、建設機械、産業工作機械の中で、建設機械関連受注は一部で底
入れの動きも見られますが低迷しており、産業工作機械関連受注はロボット用減速機等が増加、自動車部
品関連受注も好調に推移しました。これにより、売上は前期と比較して増収となりました。経費面では、
電力費等の製造コストが低下し、経費の削減に努めたため、前期と比較して増益となりました。
　こうした事業活動の結果、当連結会計年度の売上高は5,476百万円（前期比6.3%増）、営業利益は288
百万円（前期は32百万円の営業損失）、経常利益は294百万円（前期は27百万円の経常損失）、親会社
株主に帰属する当期純利益は128百万円（前期は85百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となり
ました。
　事業別（連結）の売上高及び概況は、次のとおりであります。

(単位：千円)

事業
平成28年６月期 平成29年６月期

（当連結会計年度） 対前連結会計年度比

売上高 構成比 売上高 構成比 増減額 増減率

金属熱処理加工事業 4,604,325 89.38％ 4,874,865 89.02％ 270,540 5.88％

運送事業 547,094 10.62 601,524 10.98 54,430 9.95

合計 5,151,419 100.00 5,476,390 100.00 324,970 6.31

－ 3 －

当連結会計年度の事業の状況
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【金属熱処理加工事業（株式会社オーネックス、株式会社オーネックステックセンター）】
　金属熱処理業界においては、主力取引業界である自動車部品関連需要の受注は好調に推移
し、産業工作機械関連需要の受注も増加、建設機械関連需要の受注は低迷しておりますが一部
に底入れの兆しがあり、全体的に受注増加傾向にありました。また、株式会社オーネックステ
ックセンターの売上も増加し、売上は前期と比較して増収となりました。
　加えて電気料金を削減し、生産性の向上及び人件費、諸経費削減に取り組み全力で収益の確
保に努めたため、セグメント利益は増益となりました。
　これらの結果、売上高は4,874百万円（前期比5.9%増）、セグメント利益は232百万円（前
期は87百万円のセグメント損失）となりました。

【運送事業（株式会社オーネックスライン）】
　運送事業につきましては、三重営業所の開設に伴う売上増加、機械などの重量物の搬送取り
扱いが安定していたため、売上は増加しました。一方で、傭車（外注）便を活用すると共に、
運行管理の徹底、配車の効率化及びエコドライブによる燃費の削減などに努めましたが、人材
確保のための人件費増加や減価償却費の増加によりセグメント利益は減少しました。
　これらの結果、売上高は601百万円（前期比10.0%増）、セグメント利益は21百万円（同
12.1%減）となりました。

－ 4 －

当連結会計年度の事業の状況



2017/09/01 13:38:12 / 17313946_株式会社オーネックス_招集通知（Ｃ）

②　設備投資の状況
　当社グループの当連結会計年度の設備投資の総額は506百万円で、その主なものは、
厚木工場の真空洗浄機29百万円、東松山工場の真空脱脂洗浄機49百万円、バッチ型浸
炭炉39百万円及び無酸化焼戻炉31百万円、株式会社オーネックステックセンターの機
械装置等に112百万円、株式会社オーネックスラインのトラック９台60百万円（車両運
搬具44百万円、リース1台15百万円）です。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。

－ 5 －

当連結会計年度の事業の状況
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 平成26年６月期 平成27年６月期 平成28年６月期 平成29年６月期
(当連結会計年度)

売上高 (千円) 4,968,709 5,212,019 5,151,419 5,476,390

親会社株主に帰属する当期
純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

(千円) 65,943 191,610 △85,078 128,618

１株当たり当期純利益又は
1株当たり当期純損失（△） (円) 3.98 11.57 △5.14 7.77

総資産 (千円) 7,836,461 8,479,333 9,152,557 9,997,150

純資産 (千円) 5,111,926 5,319,938 5,157,145 5,301,837

１株当たり純資産額 (円) 308.57 321.18 311.37 320.12

（注）１．１株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失（△）は自己株式控除後の期中平均発行済株式数
により、１株当たり純資産額は自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しております。

２．平成29年６月期（当連結会計年度）の状況につきましては、「１．企業集団の現況（１）当連結会
計年度の事業の状況①事業の経過及び成果」に記載のとおりであります。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況（平成29年６月30日現在）
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社オーネックス
ラ イ ン 50,000千円 100.0％ 一般区域貨物自動車運送事業

株式会社オーネックス
テ ッ ク セ ン タ ー 95,000千円 100.0％ 金属熱処理加工事業

－ 6 －

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況
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⑷　対処すべき課題
　今後の経済見通しにつきましては、各種政策の効果から、緩やかな回復基調が続くことが期
待されますが、為替、原油価格の動向、中国をはじめとする新興国や資源国等の景気動向など
海外経済の不確実性の高まりや金融資本市場の変動により、景気の下振れリスクは高まってい
ます。
　このような状況の中で、競争は一段と激化すると考えられることから、㈱オーネックステッ
クセンターの三重工場を拡充し、事業拠点ネットワークを最大限に活用して取引先のニーズに
より一層迅速に対応できる体制を構築してまいります。また、営業体制を見直し国内外で受注
の拡大による顧客基盤の拡大を図ると共に、効率化を推進し、原価、経費の低減を図ることに
より収益力を向上させ、強靭な企業体質を構築してまいります。
　今後もグループの総力を結集し、業績の向上に努める所存でございますので、株主の皆
様におかれましても、より一層のご理解とご支援を賜りますよう心よりお願い申しあげま
す。

⑸　主要な事業内容（平成29年６月30日現在）
当社グループは、金属熱処理加工事業、運送事業を行い、主な事業内容は次のとおりで

あります。
【金属熱処理加工事業】　浸炭熱処理

窒化熱処理
焼入・焼戻し・焼鈍し
高周波熱処理
真空熱処理
コーティング

【運送事業】　　　　　　一般貨物運送
⑹　主要な営業所及び工場（平成29年６月30日現在）

会 社 名 所 在 地

株 式 会 社 オ ー ネ ッ ク ス
本社及び厚木工場(神奈川県厚木市)、東松山工場(埼玉県東松山市)
長野工場(長野県上田市)、山口工場(山口県山陽小野田市)
三重営業所（三重県亀山市）

株 式 会 社 オ ー ネ ッ ク ス ラ イ ン 本社及び厚木営業所(神奈川県厚木市)
埼玉営業所(埼玉県比企郡滑川町)、三重営業所（三重県亀山市）

株式会社オーネックステックセンター 本社(神奈川県厚木市)、三重工場（三重県亀山市）

－ 7 －

対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所及び工場
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⑺　使用人の状況（平成29年６月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況

セグメント名 使用人数 前連結会計年度末比増減

　金属熱処理加工事業 221(122)名 １名減（11名増）

　運送事業 40(　５)名 ２名減（  1名増）

　  合　計 261(127)名 ３名減（12名増）

（注）使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む。）であり、臨時雇用者（嘱託、常用時給者、パートタイマー、人材会社からの派遣
社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

203（115）名 ４名減（６名増） 40.1歳 14.6年

（注）使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む｡）であり、臨
時雇用者（嘱託、常用時給者、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人
員を（　）外数で記載しております。

⑻　主要な借入先の状況（平成29年６月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 768,720千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 450,997

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 443,860

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 158,428

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 8 －

使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成29年６月30日現在）

①　発行可能株式総数 58,686,000株
②　発行済株式の総数 16,600,000株
③　株主数 1,166名（前期末比122名増）
④　大株主（上位10名）

株 主 名 所 有 株 式 数 持 株 比 率

大 屋 和 雄 1,643千株 9.92％

有 限 会 社 大 屋 興 産 1,056 6.38

大 屋 廣 茂 830 5.02

株 式 会 社 横 浜 銀 行 797 4.82

坂 内 　 誠 728 4.40

富 春 　 勇 680 4.11

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 585 3.53

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 568 3.43

Ｔ Ｈ Ｋ 株 式 会 社 530 3.20

東 京 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 463 2.80

（注）　持株比率は自己株式（38,038株）を控除して計算しております。

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2017/09/01 13:38:12 / 17313946_株式会社オーネックス_招集通知（Ｃ）

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（平成29年６月30日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 大 屋 和 雄
最高執行役員兼事業本部長
株式会社オーネックスライン　代表取締役社長
株式会社オーネックステックセンター　代表取締役社長

常 務 取 締 役 鶴 田 猛 士
管理本部長兼事業本部副本部長
株式会社オーネックスライン　監査役
株式会社オーネックステックセンター　取締役

取 締 役 武 藤 孝 司
事業本部副本部長兼営業部長
株式会社オーネックスライン　取締役
株式会社オーネックステックセンター　取締役

取 締 役 高 階 毅 司 事業本部副本部長兼厚木工場・東松山工場・長野工場工場長
兼設備管理部長

常 勤 監 査 役 横 山 　 剛 株式会社オーネックステックセンター　監査役

監 査 役 吉 田 雄 彦

監 査 役 鍛 冶 良 明

（注）１．監査役吉田雄彦、鍛冶良明の両氏は社外監査役であります。
２．当社は監査役吉田雄彦、鍛冶良明の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

　　②　責任限定契約の内容の概要
　　　当社と社外監査役の吉田雄彦、鍛冶良明の両氏は、それぞれ会社法第427条第１項の
　　　規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりま
　　　す。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

③　事業年度中に退任した取締役及び監査役
氏　　名 　　　退　任　日 退任事由 退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

横山　剛 平成28年９月27日 辞任
取締役事業本部副本部長
株式会社オーネックステ
ックセンター監査役

軍司　茂 平成28年９月27日 任期満了 　　　常勤監査役

－ 10 －
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④　取締役及び監査役の報酬等の総額
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

５名
(－)

104,240千円
　　　　　　(－)

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

４名
(２名)

15,586千円
(5,280千円)

合 計 ９名 119,826千円

（注） １．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
 ２．取締役の報酬限度額は、平成５年９月24日開催の定時株主総会において年額204,000千円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
 ３．監査役の報酬限度額は、平成５年９月24日開催の定時株主総会において年額18,000千円以内と決

議いただいております。
ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　　平成28年９月27日をもって退任した取締役１名への退職慰労金は以下の通りです。
　・退職慰労金810千円

　　⑤　社外役員に関する事項
イ．重要な兼職先と当社との関係及び当社と当該他の会社との関係
　　該当事項はありません。

　　　ロ．当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況

取締役会（15回開催） 監 査 役 会 （ ４ 回 開 催 ）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 吉 田 雄 彦 15回 100.0％ ４回 100.0％

監 査 役 鍛 冶 良 明 15回 100.0％ ４回 100.0％

（注）取締役会及び監査役会における発言状況
監査役の吉田雄彦氏は、必要に応じて他社の経営者であった経験・知識に基づき、また、鍛冶良明氏
は、弁護士としての専門的見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。

－ 11 －
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ハ．社外取締役を置くことが相当でない理由
当社は、社外監査役２名を含む監査役会により適正な監査がなされ、内部統制シス
テムが適正に構築、運用されていると考えております。また、平成26年５月に設立
した株式会社オーネックステックセンターにて三重県亀山市に熱処理工場を建設し、
平成27年12月に操業開始しております。当社グループは将来を見据えて需要地に
近接した工場配置、労働力の確保、物流の効率化、ＢＣＰ対策等グループ事業の再
編成を行い、中長期的な企業価値の向上をグループ一丸となって取り組んでおり、
熱処理事業の特殊性に鑑みた場合、当社のグループ再編成に係る意思決定を遅らせ
ることとなり、当社の利益につながらないものと判断したことから、当事業年度末
日において社外取締役を設置していませんでした。
しかしながら、当社の事業環境の変化を踏まえ、株主の皆様から一層信頼されるコ
ーポレートガバナンス体制を構築すること及び株式会社オーネックステックセンタ
ーが軌道に乗ってきたことから、当社の事業実態に即した経営判断の効率性・妥当
性を確保し続けるために、グローバルな企業経営に関する豊富な経験を有し、十分
な独立性を備えた方を外部より招聘する必要があると考え、社外取締役の人選に努
めてまいりました。その結果、今般適任者を得ることができましたので、平成29年
９月27日開催予定の第66期定時株主総会に社外取締役候補者を含む取締役選任議
案を上程いたします。

－ 12 －

会社役員の状況
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⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　　　　　　　　　　 新日本有限責任監査法人

②　報酬等の額及び当該報酬等について監査役会が同意をした理由
支払額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
　の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計
　監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
２．監査役会は、会計監査人の報酬の同意にあたり、以下の点から検討を行い、妥当性があると判断し

ました。
　・監査計画と実績の比較検討
　・監査実績及び意見の内容
　・新年度監査計画における、監査工数及び配員計画と経験年数の検討
　・新年度監査報酬額の業界及び同等企業との比較検討

③　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必要があると判断
した場合は、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は当
該決定に基づき、当該議案を株主総会の会議の目的とすることといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められ、かつ改善の見込みがないと判断した場合は、監査役全員の同意に基づき、
会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に
招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし
ます。

④　過去２年間に業務停止の処分を受けた者に関する事項
　当社の会計監査人は、平成27年12月22日、金融庁から契約の新規の締結に関する業
務の停止３か月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）の処分を受けました。

－ 13 －
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⑸　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容及び当該体制の運用状況の概要は次
のとおりであります。
1)　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制
イ.　コンプライアンス体制の基礎として、オーネックスグループ企業行動憲章を制定し

法令遵守を周知徹底する。
ロ.　コンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンス体制の整備及び

問題点の把握に努める。
ハ.　取締役は重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した

場合には、直ちに監査役及びコンプライアンス・リスク管理責任者に報告するものと
し、遅滞なく経営会議において報告するものとする。

ニ.　監査役は当社の法令遵守体制の運用に問題があることを認める時は、意見を述べる
と共に、改善策の策定を求めることができるものとする。

ホ.　執行部門から独立した部署が内部監査を実施する。
2)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規程に基づき保存・管理するこ
ととし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持することとする。

3)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、当社の業務執行に係るリスクについてリスク管理規程を定め、リスク管理
規程に基づき管理体制を整備するものとする。

4)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、

取締役会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、
当社の経営方針及び経営戦略に関わる重要事項については事前に社長、常務取締役に
よって構成される経営会議において議論を行い、その審議を経て執行決定を行うもの
とする。

ロ.　取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程に従うこと
とする。

－ 14 －
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5)　当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ.　グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業すべてに適用する

行動指針として、オーネックスグループ企業行動憲章を定め、これを基礎として、グ
ループ各社で諸規程を整備するものとする。

ロ.　経営管理については、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告制度による子
会社経営の管理を行うものとし、必要に応じてモニタリングを行うものとする。取締
役会は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事
項を発見した場合には、監査役に報告するものとする。

ハ.　子会社が当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、コンプライ
アンス上問題があると認めた場合には、コンプライアンスリスク管理責任者に報告す
るものとする。コンプライアンスリスク管理責任者は直ちに監査役に報告を行うと
共に、意見を述べることができるものとする。監査役は意見を述べると共に、改善策
の策定を求めることができるものとする。

6)　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人
に関する事項

　監査役が補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は必要に応じて補助業
務をする者を配置する。

7)　上記使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

イ.　監査役の職務の補助を担当する使用人に関する人事考課及び人事異動については、
監査役の同意を得るものとする。

ロ.　前項の使用人は、監査役から指示を受けた業務を執行する。
8)　当社取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人等が監査役に報告す

るための体制、その他の監査役への報告に関する体制
イ.　当社グループの取締役及び使用人は、コンプライアンス及びリスクに関する事項

等、当社グループに重大な損失を及ぼす恐れのある事項等を適時、適切な方法により
監査役へ報告するものとする。

ロ.　監査役は、取締役会の他、経営会議、その他の重要な会議に出席し、取締役及び使
用人からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。

ハ.　当社グループの取締役及び使用人は、監査役が報告を求めた場合は、迅速かつ的確
な対応を行う。

－ 15 －
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9)　前項の報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制

　監査役に対して前項の報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利な取扱
いを受けないものとする。

10)　監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について生じる費用の前払い等の請求をしたときは、当該監
査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに処理する。

11)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ．監査役は稟議書その他業務に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役、使

用人にその説明を求めることができる。
ロ．代表取締役は、取締役及び使用人の監査役監査の重要性に対する認識及び理解を深

め、監査役監査が実効的に行われるよう環境整備に努める。
12)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　平成28年７月１日から平成29年６月30日の期間において、取締役会を16回、経営
会議を12回、関係会社報告会を２回開催いたしました。

⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つとして位置づけており
ます。企業体質の強化と将来の事業展開に備えた内部留保の充実を勘案し、安定的に配当
を行うことを基本方針としております。
　当事業年度の期末配当金につきましては、１株当たり２円の配当とする予定であり、株
主総会の決議事項といたします。

⑺　会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

ついては、現在特に定めておりません。

－ 16 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年６月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

繰 延 資 産
創 立 費
開 業 費

4,265,212
2,131,461
1,287,003

580,354
9,110

30,208
89,358
18,397

119,318
5,726,362
5,146,414
1,312,738
1,174,390
2,275,851

130,005
26,487

226,941
28,981

550,966
275,180
174,678
101,106

5,575
337

5,237

流 動 負 債 1,853,844
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 201,348
電 子 記 録 債 務 198,849
短 期 借 入 金 40,000
１年内返済予定の長期借入金 516,781
１年内償還予定の社債 45,000
リ ー ス 債 務 50,977
未 払 金 162,869
未 払 費 用 249,637
未 払 法 人 税 等 116,498
賞 与 引 当 金 20,078
そ の 他 251,803

固 定 負 債 2,841,468
社 債 57,500
長 期 借 入 金 1,931,390
リ ー ス 債 務 88,647
退 職 給 付 に 係 る 負 債 690,111
そ の 他 73,819

負 債 合 計 4,695,312
純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,218,765
資 本 金 878,363
資 本 剰 余 金 713,431
利 益 剰 余 金 3,632,560
自 己 株 式 △5,588

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 83,071
その他有価証券評価差額金 83,071

純 資 産 合 計 5,301,837
資 産 合 計 9,997,150 負 債 純 資 産 合 計 9,997,150

－ 17 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(平成28年 7 月 1 日から
平成29年 6 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,476,390
売 上 原 価 4,126,836
売 上 総 利 益 1,349,553
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,060,698
営 　 業 　 利 　 益 288,855
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,661
受 取 配 当 金 6,247
受 取 賃 貸 料 6,510
ス ク ラ ッ プ 収 入 4,209
そ の 他 12,901 32,530

営 業 外 費 用
支 払 利 息 19,421
支 払 手 数 料 5,956
そ の 他 1,727 27,105

経 　 常 　 利 　 益 294,280
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9,451 9,451
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,384 1,384
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 302,348
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 163,250
法 人 税 等 調 整 額 10,478 173,729
当 　 期 　 純 　 利 　 益 128,618
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 128,618

－ 18 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年 7 月 1 日から
平成29年 6 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平 成 2 8 年 ７ 月 1 日 　 残 高 878,363 713,431 3,537,067 △5,453 5,123,408

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △33,125 － △33,125

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 － － 128,618 － 128,618

自 己 株 式 の 取 得 － － － △135 △135

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) － － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 95,492 △135 95,357

平成29年６月30日　残高 878,363 713,431 3,632,560 △5,588 5,218,765

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純資産合計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平 成 2 8 年 ７ 月 1 日 　 残 高 33,737 33,737 5,157,145

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △33,125

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 － － 128,618

自 己 株 式 の 取 得 － － △135

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 49,334 49,334 49,334

連結会計年度中の変動額合計 49,334 49,334 144,691

平成29年６月30日　残高 83,071 83,071 5,301,837

－ 19 －

連結株主資本等変動計算書
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貸　借　対　照　表
（平成29年６月30日現在）

（単位：千円）
資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
有 償 支 給 材
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
水 道 施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
保 険 積 立 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

3,811,577
1,877,396

508,980
550,243
619,413

8,572
27,454
77,884
21,943
10,322
16,698
91,295
1,371

6,026,970
2,992,829

711,889
36,853

420,742
11,051
71,569

1,687,310
53,412
24,530
20,677

66
3,787

3,009,610
269,404
240,000

2,525,000
1,595
4,618

79,794
157,427

1,770
△270,000

流 動 負 債 1,616,028
支 払 手 形 54,873
電 子 記 録 債 務 198,849
買 掛 金 65,423
１年内返済予定の長期借入金 493,177
１年内償還予定の社債 45,000
リ ー ス 債 務 21,020
未 払 金 172,709
未 払 費 用 202,850
未 払 法 人 税 等 111,060
未 払 消 費 税 等 44,017
預 り 金 46,501
賞 与 引 当 金 15,968
設 備 関 係 支 払 手 形 86,082
設備関係電子記録債務 55,590
そ の 他 流 動 負 債 2,904

固 定 負 債 2,690,655
社 債 57,500
長 期 借 入 金 1,882,906
リ ー ス 債 務 38,211
退 職 給 付 引 当 金 638,218
長 期 未 払 金 73,819

負 債 合 計 4,306,684
純 資 産 の 部

株 主 資 本 5,449,911
資 本 金 878,363
資 本 剰 余 金 713,431

資 本 準 備 金 713,431
利 益 剰 余 金 3,863,705

利 益 準 備 金 48,306
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,815,399

別 途 積 立 金 1,500,000
繰 越 利 益 剰 余 金 2,315,399

自 己 株 式 △5,588
評 価 ・ 換 算 差 額 等 81,951

その他有価証券評価差額金 81,951
純 資 産 合 計 5,531,863

資 産 合 計 9,838,548 負 債 純 資 産 合 計 9,838,548

－ 20 －

貸借対照表
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損　益　計　算　書

(平成28年 7 月 1 日から
平成29年 6 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,701,249
売 上 原 価 3,248,981
売 上 総 利 益 1,452,267
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 988,626
営 業 利 益 463,641
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 24,876
業 務 受 託 料 15,000
受 取 賃 貸 料 6,511
ス ク ラ ッ プ 収 入 4,143
そ の 他 6,559 57,091

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,239
支 払 手 数 料 5,956
そ の 他 1 24,196

経 常 利 益 496,535
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,201 2,201
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,594 1,594
税 引 前 当 期 純 利 益 497,142
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 151,454
法 人 税 等 調 整 額 6,356 157,810
当 期 純 利 益 339,332

－ 21 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成28年 7 月 1 日から
平成29年 6 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

平 成 2 8 年 ７ 月 １ 日 　 残 高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,009,193 3,557,499

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △33,125 △33,125

当 期 純 利 益 － － － － 339,332 339,332

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － －

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 (純 額 ) － － － － － －

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － － 306,206 306,206

平成29年６月30日　残高 878,363 713,431 48,306 1,500,000 2,315,399 3,863,705

株 主 資 本 評価･換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評 価 差 額 金

平 成 2 8 年 ７ 月 １ 日 　 残 高 △5,453 5,143,840 33,363 5,177,203

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △33,125 － △33,125

当 期 純 利 益 － 339,332 － 339,332

自 己 株 式 の 取 得 △135 △135 － △135

株主資本以外の項目の事業
年 度 中 の 変 動 額 (純 額 ) － － 48,588 48,588

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △135 306,071 48,588 354,659

平成29年６月30日　残高 △5,588 5,449,911 81,951 5,531,863

－ 22 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年８月25日
株式会社オーネックス

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 入 江 秀 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 達 也 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オーネックスの平成28年７月１日から平成29年６月30日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に
ついて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法
人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目
的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営
者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示
を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社オ
ーネックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 23 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年８月25日
株式会社オーネックス

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 入 江 秀 雄 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鈴 木 達 也 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オーネックスの平成28年７月１日から平成29年６月
30日までの第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 24 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成28年７月１日から平成29年６月30日までの第66期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2)　各監査役は、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部統制室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から

事業の報告を受けました。
②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株条第１

項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制シス
テム)について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人か
らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適
正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業

報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人である新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶　連結計算書類の監査結果

　会計監査人である新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
平成29年８月25日

株式会社オーネックス　監査役会
　　常勤監査役　　　横山　　剛　㊞
　　社外監査役　　　吉田　雄彦　㊞
　　社外監査役　　　鍛冶　良明　㊞

(注)監査役吉田雄彦及び鍛冶良明は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。
以　上

－ 25 －

監査役会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項

　第66期の期末配当につきましては、企業体質強化、今後の事業展開等を勘案し、以下の
とおりといたしたいと存じます。
①　配当財産の種類

　金銭
②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金２円　配当総額33,123,924円
③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年９月28日

－ 26 －

剰余金処分議案
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第２号議案　株式併合の件
１．株式併合を必要とする理由

　全国証券取引所では、「売買単位の集約に向けた行動計画」に基づき、すべての国内上
場会社の売買単位を100株に統一することを目標とし、「売買単位の100株への移行期限
の決定について」（平成27年12月17日）により、その移行期限を平成30年10月１日と
定めました。株式会社東京証券取引所に上場する当社といたしましては、かかる趣旨を尊
重して、当社株式の売買単位を1,000株から100株に変更することとし、併せて投資単位
の水準や株主様の権利にできる限り影響を及ぼすことがないよう、株式の併合を行うもの
であります。

２．株式併合の内容
⑴　併合する株式の種類及び割合

　当社の発行する普通株式について、10株を１株の割合で併合いたします。
　なお、株式併合の結果、１株に満たない端株が生じた場合には、会社法の定めに基づ
き、一括して処分し、その処分代金を端株が生じた株主様に対して、端株に応じて交付
いたします。

⑵　株式併合が効力を生じる日
平成30年１月１日

⑶　効力発生日における発行可能株式総数
5,868,600株

 

（注）株式併合により、発行済株式総数は10分の１に減少することになりますが、純資産額
は変動いたしませんので、１株当たり純資産額は10倍となります。したがいまして、
株式市況の変動など他の要因を除けば、当社株式の資産価値に変動はありません。

－ 27 －

株式併合議案
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第３号議案　取締役５名選任の件
　本総会終結の時をもって取締役４名が任期満了となります。つきましては、経営体制強化
のため１名増員し、取締役５名（うち社外取締役１名）の選任をお願いするものです。
　取締役候補者は、次のとおりです。

候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当
社の株式数

１
おおや　　　かずお
大　屋　　和　雄
(昭和27年６月11日生)

平成４ 年９ 月 当社常務取締役

1,643,295株

平成７ 年７ 月 当社常務取締役管理本部長兼経理部長
平成12年11月 株式会社昌平代表取締役
平成20年２ 月 当社代表取締役社長兼管理本部長
平成20年２ 月 株式会社オーネックスライン代表取締役社長

（現任）
平成20年２ 月 株式会社オーネックスエンジニアリング代表

取締役社長
平成20年７ 月 当社代表取締役社長
平成22年10月 当社代表取締役社長兼管理本部長
平成23年10月 当社代表取締役社長兼最高執行役員
平成25年９ 月 当社代表取締役社長兼最高執行役員兼事業本

部長（現任）
平成26年 ５月 株式会社オーネックステックセンター代表取

締役社長（現任）

２
つるた 　　 たけし
鶴　田　　猛　士
(昭和25年８月13日生)

平成15年 ４月 当社入社経営企画部長

 10,000株

平成17年 ４月 当社経営企画室長
平成20年 ９月 当社取締役経営企画室長
平成22年 ４月 当社取締役管理本部長兼経営企画部長
平成23年10月 当社常務取締役管理本部長兼事業本部副本部

長（現任）
平成24年９ 月 株式会社オーネックスライン監査役(現任)
平成26年５ 月 株式会社オーネックステックセンター取締役

(現任)

－ 28 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
( 生 年 月 日 )

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
( 重 要 な 兼 職 の 状 況 )

所有する当
社の株式数

３
むとう　　　こうじ
武　藤　　孝　司
(昭和26年12月20日生)

昭和49年３ 月 当社入社

14,162株

平成18年10月 当社営業部長
平成20年７ 月 当社厚木工場長
平成22年５ 月 当社執行役員厚木工場長
平成24年６ 月 当社執行役員事業本部副本部長兼営業部長
平成24年９ 月 当社取締役事業本部副本部長兼営業部長（現

任）
平成26年５ 月 株式会社オーネックステックセンター取締役

（現任）

4
たかしな　　たけし
高　階　　毅　司
(昭和31年３月19日生)

平成26年９ 月 当社入社事業本部付部長（品質担当）

10,000株
平成27年７ 月 当社厚木工場・東松山工場長
平成

平成

28

28

年

年

８

９

月

月

当社厚木工場・東松山工場・長野工場長
兼設備管理部長（現任）
当社取締役（現任）

5
えんどう　　まさとし
遠　藤　　將　敏
(昭和29年９月４日生)

昭和

平成
平成
平成
平成

52

12
14
17
26

年

年
年
年
年

４

５
９
９
12

月

月
月
月
月

ヂーゼル機器株式会社（現ボッシュ株式会
社）入社
同社取締役執行役員
当社取締役
当社取締役退任
同社退社

―株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．遠藤將敏氏は、新任の社外取締役候補者です。
３．社外取締役候補者とした理由及び職務を適切に遂行することができると判断した
　　理由
　　遠藤將敏氏は企業経営に関する十分な見識を有しておられることから社外取締役
　　としての職務を適切に遂行していただけるものと判断し、社外取締役として選任
　　をお願いするものであります。
４．責任限定契約の内容の概要
　　遠藤將敏氏の選任が承認された場合は、会社法第427条第１項の規定に基づき、
　　同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。
　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額とする予定であり
　　ます。
５．遠藤將敏氏は社外取締役候補であり、選任後は東京証券取引所の定めに基づく独
　　立役員として届出する予定であります。

以　上

－ 29 －

取締役選任議案
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